
 

保育所等利用多子世帯負担軽減事業実施要綱 

 

                            ３１福保子保第１１５８号  

                           令 和 元 年 ７ 月 ３ 日 

一部改正 ３１福保子保第３４０１号  

 令和元年１０月１日 

 

（目的） 

第１条 この事業は、子供を２人以上持つ世帯が保育所等を利用した際に負担する第２子

以降の保育料を軽減することにより、働きながら複数の子供を持ちたいと願う方々が、

安心して希望する人数の子供を産み育てることができる環境づくりを推進することを目

的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定める

とおりとする。 

 （１）「保育所等」とは、次に掲げるいずれかの施設又は事業所をいう。 

ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する保育所。

ただし、国及び地方公共団体が設置する施設及び就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成１８年法律第７７号)第３条第１

項に規定する認定こども園の認定を受けた保育所は除く。 

イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２

条第６項に規定する認定こども園。ただし、国及び地方公共団体が設置する施設

は除く。 

ウ 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第７条

第５項の規定による地域型保育事業（家庭的保育、小規模保育、居宅訪問型保育

及び事業所内保育を行う事業）を行う事業所であって、児童福祉法第３４条の１

５第１項の規定により区市町村が行うもの又は同条第２項の規定により区市町村

長の認可を受けて実施するもの。 

エ 法第３０条第１項第４号に規定する特例保育を行う施設又は事業所。 

 （２）「対象児童」とは、次に掲げる要件の全てを満たす者をいう。 

   ア 保育所等を利用する教育・保育給付認定子どもであること（ただし、「一時預か

り事業の実施について」（平成２７年７月１７日２７文科初第２３８号、雇児発０

７１７第１１号）を利用する教育・保育給付認定子ども、東京都一時預かり事業・

定期利用保育事業実施要綱（平成７年１０月２３日付７福子推第２７６号）第３

の１に定める都単独型一時預かり事業及び第３の２に定める定期利用保育事業を

利用する教育・保育給付認定子ども及び緊急１歳児受入事業実施要綱（平成３０

年３月３０日付２９福保子保第５９９３号）に定める事業を利用する教育・保育

給付認定子どもを除く。）。 

   イ 各年度の初日の前日における満年齢が０歳から２歳までの者であること（年度



 

の途中で満３歳に達する者で、満３歳に達する日以後の最初の３月３１日までの

間にあるものを含む。）。 

   ウ 特定被監護者等（子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。

以下「施行令」という。）第１４条に規定する者をいう。）のうち、最年長者から

順に数えて２人目以降の者であると区市町村が認める者であること。 

 （３）「第２子」とは、特定被監護者等のうち、最年長者から順に数えて２人目の子供を

いう。 

（４）「第３子以降」とは、特定被監護者等のうち、最年長者から順に数えて３人目以降

の子供をいう。 

（５）「保育料」とは、施行令で定める額を限度として、法第２７条第３項第２号、第２

８条第２項第１号、第２９条第３項第２号、第３０条第２項第１号及び第４号及び

附則第６条第４項の規定により区市町村が定める額（区市町村が独自に多子世帯負

担軽減を行っている場合には、多子世帯負担軽減を行う前の額）をいう。 

   

（実施主体） 

第３条 本事業の実施主体は、区市町村とする。 

 

（事業内容） 

第４条 区市町村は、対象児童のうち、第２子の保育料を半額に、第３子以降の保育料

を無料にするものとする。ただし、施行令第１３条及び第１４条に規定する特例を除

く。 

  

（費用） 

第５条 東京都は、この要綱に定める事業について、別に定めるところにより補助する

ものとする。 

 

（雑則） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は、別に定め

る。 

 

 附 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

  


